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１ いじめ防止等の基本的な考え方 

(1)  いじめに対する基本認識 

いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるお

それがあるものであり、人として決して許されない行為であるという、いじめに対する認識を全

教職員で共有する。いじめ防止対策推進法第４条では、｢児童等は、いじめを行ってはならない。｣

（いじめの禁止）と規定されている。 

 そして、「いじめは、どの学校･学級でも起こりうるものであり、いじめ問題に全く無関係です

む児童・生徒はいない」という共通認識に立ち、児童が安心して学習その他の活動に取り組むこ

とができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにするため、いじめ防止対策

推進法第８条に基づき、いじめの未然防止・早期発見･早期対応に取り組む。 

 いじめを把握したら、何よりも被害者保護を最優先し、二次被害（不登校、自傷行為、仕返し

行動など）を未然に防ぐため、いじめられている児童の心情を理解し、一緒に解決を志向すると

ともに、傷ついた心のケアを行う。 

 

(2)  学校及び学校の教職員の責務（いじめ防止対策推進法第８条） 

 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、地域住

民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの未然防止及び早期発見

に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、適切

かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 

 

 

 

いじめ防止対策推進法第１３条に基づき、本校におけるいじめの防止等のための対策に関す

る基本的な方針を定める。 

 

※ いじめの定義（いじめ防止対策推進法第２条） 

 「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と

一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネット

を通じて行われるものを含む)であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じて

いるものをいう。 

 



２ いじめの防止等の対策のための組織 

 いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、毎週金曜日に生活指導夕会を行い、児童の

様子について全教職員で共有する機会を設ける。また、｢水神小学校いじめ対策委員会｣を設置し

て、同委員会を定期的及び必要に応じて開催し、本方針に基づく取組の実行、進捗状況の確認、

定期的検証等を行う。 

なお、学校サポートチームと連携し、早期解決をはかるために、学校、家庭、地域、関係機関が

一体となって取り組む。 

【水神小学校いじめ対策委員会の主な役割】 

(1) 学校のいじめ防止基本方針に基づく年間活動計画の作成・実行の中核的役割を担う。 

(2) いじめの相談・通報の窓口となる。 

(3) 年間３回、定例会議を開催し、現状の確認や対応の進捗状況等を確認する。 

(4) いじめの疑いのある場合には緊急会議を開催し、情報の共有や調査を実施し、いじめの認

知を行う。また、今後の指導・援助の体制の構築、方針についての協議等を行う。 

(5) 学校のいじめ防止基本方針が学校の実情に即して適切に機能しているか否かについての点

検を行い、PDCAサイクルで検証を行う役割を担う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度 水神小学校いじめ対策委員会 委員名簿 

役職 職名等 氏名 

委員長   

副委員長   

   

   

   

   

   

   

   

 

ホームページ上での公開は控えさせていただきます。 



３ いじめの未然防止の取組 

「Action24」こどもや保護者等からの相談に対する迅速な対応の推進 

(1)   わかる授業づくり 

児童一人一人が達成感や充実感をもてる、わかる授業の実践に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)   道徳教育の充実 

「いじめを行ってはならない」「いじめは決して許されない」という認識を児童がもてるよう

に、教育活動全体を通じて指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  体験活動・主体的活動の充実 

児童が主体的にいじめ未然防止に取り組んだり、他者とかかわりコミュニケーション能力を

養う体験活動を、体系的･計画的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・児童が主体的に学べる学習環境を整えるため、授業起立を徹底します。 

・全国学力・学習状況調査等の結果を生かし、児童の学習状況を分析するとともに、授業改善

プランに基づいた授業改善を図ります。 

・ＯＪＴの場を設け、すべての教員の指導力を高めます。 

・校内研究等による授業研究を通じて、授業の質を高めます。 

 

 

 

・いじめに関する授業を年３回以上行い、全ての児童が、いじめや友達について深く考える

機会とします。 

・道徳授業地区公開講座では、全ての学級の道徳授業を公開し、児童の心の教育について、

保護者や地域の方と意見交換会を行い、その成果を、道徳教育の充実に繋げます。 

・児童が、情報社会に積極的に参画する態度を育てるとともに、情報手段を活用する上での

判断力や心構えを身に付けるデジタル・シティズンシップ教育を行います。学年に応じ

て、インターネット等に関係するいじめの防止を、セーフティ教室における指導等を通じ

て推進します。 

・全校朝会やセーフティタイム等、「いじめを行ってはならない」「いじめは決して許されな

い」など、いじめは絶対に行ってはいけないことを校長や教員が講話します。 

・各学年の児童の発達段階に応じて、他者とかかわる特色ある体験活動（昔遊び教室・福祉体

験教室・音楽鑑賞教室等）を取り入れ、児童の心を育てていきます。 

・児童が、犯罪等に巻き込まれることのないよう、自ら身を守る力を育成するとともに、自ら

加害者等にもならないよう、関係機関と連携してセーフティ教室を行い、児童の心を育て

ます。 

・代表委員会や学級活動における児童の主体的な活動を通して、いじめの問題を自分事とし

て捉え、より深く考え、行動できる児童を育てていきます。 

 

 

 

 



(4)  学級経営の充実 

学級活動に、互いのよさを見付けたり、考え方の違いに気付かせたりする活動を取り入れ、

児童の自己有用感や自尊感情を育む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)  インターネット等を通じて行われるいじめに対する対策 

全校児童の Chromebook の使用方法や、インターネット・スマートフォンの使用状況等の

現状把握に努め、児童及び保護者に対する情報モラル教育や啓発活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)  「SOSの出し方に関する教育」の推進 

児童が不安や悩みを抱えたときに、適切に助けを求められるよう、全校児童に対して繰り返

し指導を行う。 

 

 

 

(7)  いじめ防止に関する研修の実施 

いじめの防止に関する研修を年間計画に位置付けて実施し、日々の観察の仕方など、いじめ

の防止に関する教職員の資質向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

・いじめ防止の視点に立って、一人一人の児童に、自他の存在を等しく認めて互いの人格を

尊重する態度や相手を思いやる心などを、学年に応じて育んでいます。 

・児童が他者から認められることなどを通して、自己有用感をもてるようになることにより、

いたずらに他者を否定したり攻撃したりすることを減少させます。児童が主体的に係活動、

当番活動、児童会活動などの自治的活動を展開できるよう、教員の指導力を高めます。 

・全教職員で、いじめを許さない風土の醸成や、健全な学級集団を形成する指導方法を伝え

ていきます。 

 

 

 

 

 

・情報社会に積極的に参画する態度を育てるとともに、情報手段を活用する上での判断力や

心構えを身に付けるデジタル・シティズンシップ教育の充実図ります。学年に応じてイン

ターネット等に関係するいじめの防止を、セーフティ教室における指導等を通じて推進し

ます。 

・インターネットの活用、携帯電話、スマートフォン等の所持、活用状況等の実態把握を行

うとともに、学年に応じた情報モラル教育の授業を実施します。 

・保護者会やＰＴＡ活動等、学校便り等を活用し、保護者への意識付けと啓発を行い、保護

者と連携した情報モラル教育を進めていきます。（SNS家庭ルール、セーフティ教室） 

 

 

 

・いじめ防止に関する基本的事項の理解をはじめとした年３回の校内研修を実施します。児童

同士の何気ない関わりの中で、どこまでが許されて、どこからが許されないのか等の基準が

あいまいになると、教職員によって対応が異なり、いじめの発生に繋がります。すべての教

職員が話し合い、共通の認識をもち、日常的にいじめの問題に触れ「いじめは絶対に行って

はならない」という雰囲気を学校全体に醸成します。 

 

 

 

 

・第５・６学年は、DVDを活用した授業を年１回実施します。 

・全校児童には、全校朝会や学級活動等における講話を年１回以上実施します。 



４ いじめの早期発見のための取組 

(1)  アンケート調査（ふれあいアンケート）の実施 

いじめを早期に発見するために、年間３回、児童に対するアンケート調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

(2)  教育相談の実施････定期的な教育相談期間を設けて、全児童を対象とした教育相談を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  個人面談、家庭訪問、連絡帳等の活用 

児童や保護者との連絡を密にし、信頼関係を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・児童同士の友人関係や、日頃の教員の指導の在り方を見直す機会として、６月、１１月、２

月を「ふれあい月間」として位置付けています。この期間に、いじめの早期発見に繋げるた

めのアンケート調査を全児童に実施します。いじめの兆候に関わる内容については、別途個

別面談等を実施し、早期対応を行います。 

 

 

 

 

・いじめの早期発見に向け、スクールカウンセラーによる第５学年の全員面談を実施します。 

家庭と児童にスクールカウンセラー相談日を周知するなど、児童が大人に相談できる機会

をつくります。 

・教職員や保護者に相談できない児童や保護者が、少しでも安心して相談できるよう、教育

相談機関等を広く周知します。 

・生活指導全体会における各クラス、スクールカウンセラーによる報告、校内研修会の実施

や、教育相談研修会に参加した教員による校内伝達講習会の実施により、各教員が教育相

談の手法を取り入れた児童や保護者との接し方を身に付けています。 

 

 

 

 

 ・個人面談、家庭訪問、連絡帳等を介した保護者との連絡を通して、児童の状況を把握すると

とともに、いじめの兆候を見逃さず、児童や保護者の相談に応じる機会を直ちに設定するな

ど、いじめの早期発見・早期対応を図ります。 

 

 

 



５ いじめに対する早期対応 

(1)  教職員は、いじめに関する相談を受けた場合、またはいじめと思われる行為を見つけた場合

は、速やかに管理職に報告する。 

(2)  校長は、速やかに学校いじめ対策委員会を臨時開催し、いじめの事実の有無の確認を行うた

めの措置を講じる。 

(3)  いじめの兆候やいじめの事実が確認された場合は、いじめをやめさせ、その再発を防止する

ため、学校いじめ対策委員会が中心となって対応を協議し、いじめを受けた児童や保護者に対

する支援と、いじめを行った児童等に対する指導とその保護者に対する助言を継続的に行い、

いじめの解消（※）を目指す。また校長は、必要に応じて関係機関やスクールロイヤーなどの

専門家等との相談や連携を行う。 

（※）①いじめに係る行為が止んでいること（少なくとも３ヶ月を目安） 

   ②被害者が心身の苦痛を受けていないこと 

(4)  校長は、必要があると認めるときは、いじめを行った児童等について、いじめを受けた児童

が使用する教室以外の場所で学習を行わせる等、いじめられた児童が安心して教育を受ける

ために必要な措置を講じる。 

(5)  犯罪行為として取り扱われるべきいじめについては警察署と連携して対処し、児童の生

命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは直ちに警察署に通報し、適切に

援助を求める。 

 

６ 重大事態への対応 

 いじめ防止に関する教職員による校内研修等により、全ての教職員が、法に規定されている「重

大事態」の定義を正しく理解する。 

(1)  重大事態の定義 

① いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき

(児童が自殺を企図した場合等) 

② いじめにより児童が相当の期間（年間 30 日を目安とする)学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。 

(2)  重大事態への対応 

① 学校は、重大事態が発生した場合、（児童や保護者から「いじめにより重大な被害が生じ

た」という申立があったとき、その他の重大事態の疑いが生じた状況を含む。以下同じ。）、

教育委員会へ事態発生について報告する。 

② 学校は、重大事態が発生した場合、学校または学校の設置者において「いじめ問題調査委

員会」を設置し、事実関係を明確にするための調査を実施する。なお、（１）②に定める

重大事態については、学校に「いじめ問題調査委員会」を設置することを原則とする。 

③ いじめを受けた児童や保護者に対して適切に情報を提供する。 

④ 学校が「いじめ問題調査委員会」を設置した場合、調査結果を教育委員会に報告する。 

⑤ 学校の設置者は、「いじめ問題調査委員会」の調査結果を踏まえた必要な措置をとる。 


